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格差が拡大し、女性の労働問題が深刻化しつつある。2018 年 12 月、世界経済フォーラム
（WEF）が発表した「ジェンダー・ギャップ報告書」によると、ジェンダー・ギャップ指
数（GGGI）の 149 カ国ランキングの中で、中国は 2008 年の 57 位から 103 位まで下がった。
国際比較からすると、中国の男女格差が拡大していることが明らかになっている。
また、近年、中国の人口政策の動向から見ると、「一人っ子政策」の撤廃は、人口数
量および人口構成の変化を引き起こし、女性の社会進出にも大きな影響を及ぼしている。
こうした緩和された人口政策のもとで、出産年齢女性は第二子を出産する意欲が次第に高
まっている。世帯における子供数の増加に伴い、女性は依然として家事労働の主たる担い
手とされ、過重な育児責任を負わされ、より多くの時間と精力を注入することが必要にな
ってきている。女性労働者は従来のように、職業生活と家庭生活の両立を望んでいるが、
なかなかその意向に十分応えられないというのが現状である。女性の就業中断の可能性が
大きくなり、すなわち「専業主婦化」が一層進んでいるだろうと予想される。
以上のように、今日の中国社会では、男女の雇用格差が拡大しつつある。如何にして
女性の活躍を推進すべきであろうかということが重要な課題になってきている。男女共に
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活躍できる社会に向けて、雇用分野における女性に対する不利な取り扱いの解消を図るた
めに、形式的な平等にとどまらず、実質的な平等の徹底が求められている。中国の学界で
は、社会的、法学な視点からの実証的な研究が少ないので、本論文を通して検証した新た
な知見は、女性労働問題の解決、雇用平等の促進にとって重要な意義を有している。
(3)テーマに応じた論文の構成の妥当性
本論文の中心部分は、第一章から第五章までの五章で構成されている。第一章「女性の
労働の権利に関する法的保障」では、女性労働の保護に関する法律法規の制定背景、改正
経緯、施行状況を考察した。まず、法学的視点から、労働の法的性格について考察した。
次に、中国現行の女性労働保護に係る法律規定の制定経緯、改正過程を概観しつつ、立法
上の保護原則を明らかにした。さらに、歴史的視点から、新中国が成立して以降、女性労
働保護に係る国内政策の登場、展開過程及びその影響を検討した。第二章「女性労働のあ
り方に関する歴史的変遷」は、先行研究に基づき、経済体制の転換の視点から、中国女性
労働のあり方がいかなる変化が生じるか、および今後のゆくえを考察するものである。女
性労働のあり方を分析するにあたっては、1978 年の社会経済体制の転換を踏まえつつ、
各時期における女性労働の特徴に重点をおいて個別に考察することにより、女性労働の全
体像を描き出した。続いて、第三章「雇用上の女性差別の類型化」では、中国都市部の労
働市場における深刻な雇用上の性差別が分類されている。とりわけ、批判的な検討に基づ
き、最新の裁判例を取り上げ、中国現行の男女別定年制について、改革の必要性と方向性
を議論する点も極めて有益である。第四章「雇用上の女性差別の形成要因」では、雇用上
の性別的な取扱いの形成要因が明らかにされている。要因分析にあたっては、理論分析を
展開し、法学的と社会学的な角度から、現行法の不整備なところ、雇用制度と賃金制度の
変容、女性就業意欲の低下が指摘された。以上の考察を通して、最後に、第五章「女性労
働の保障に向けて」では、「改革・開放」以降、労働問題が多発する状況に応じ、女性の
労働の権利を保障するために、法的措置がますます必要になってきているとの結論を導出
している。
(4)先行研究のサーベイを踏まえた専門分野における貢献度
本論文では、中国現行の雇用平等法制の詳細を丁寧に把握するとともに、専門的な雇用
差別禁止法が欠如していると指摘し、分析している点で、中国の雇用平等法制の研究とし
て一つの到達点を築いたものと評価することができる。とくに、既述したように、申請者
が示した雇用差別禁止法の具体的な設計に関する分析は、注目に値する。次に、本論文で
は、中国の事情に関してばかりでなく、日本の男女雇用機会均等法、労働基準法を比較的
に検討した上で、日本からの示唆を提示した。中国の雇用平等法制の発展にとって、貴重
な貢献になる研究成果であるといえよう。さらに、育児休業制度の法制化を明らかにする
成果を伴っており、社会的に貢献するものといえる。以上のように、今後、女性労働の保
障の研究課題に取り組む際、本論文はより実証的でダイナミックな理解の一助となってい
ると評価することができる。
(5)データや資料に裏付けられた実証性
12
本論文ては、主として中国側と日本側の資料とデータを用いて、実証的な研究を展開す
ることが最大の特徴である。中国側の資料として、国家統計局が行った「人口センサス」、
中国全国婦女連と国家統計局が行った「中国女性の社会的調査」を代表とする統計調査の
結果、裁判例、新聞記事などが積極的に整理・分析された。日本側の資料として、雇用平
等法制度に関連する文献、統計調査なども活用された。実証的な研究を展開する過程で、
申請者は日中両国における当該テーマに関する文献、統計調査などを渉猟し、「改革開放」
以降の労働市場における男女別取り扱いの実態について、総合的・包括的に考察を加えた。
(6)論旨展開における論証力、説得力
本論文は実証的分析の視点から、女性の労働の権利の保障を示した包括的・体系的な研
究であると認められる。本論文では、「雇用平等の実現」を目的として、明確な問題提起
を行い、先行研究のレビューを踏まえ、各種の資料、統計調査を用いて分析し、妥当な結
論を導出することを目指している。総体的に見れば、本論文は論理的に構成されており、
論旨の展開も終始一貫しており、十分な論証力と説得力を有するものであると評価するこ
とができる。
(7)「専門用語」や「概念」の使い方における正確さ、妥当性、充分性
序章では、本論文で用いられている各種用語の概念の説明を行っている。議論を展開す
るなかで、労働の権利、平等原則、女性差別、雇用平等などの概念は、正確で妥当な使い
方を行い、充分な記述を行っている。本論文により、中国における「雇用上の女性差別の
実態」を総合的に理解することができるという優れた特徴を持っている。本論文は労働分
野の研究に大きく貢献するものであるといえる。
(8)引用の仕方、注の付け方、資料の利用の仕方、文献リストの作り方の正確さ、妥当性、
充分性
本論文では、適宜ふさわしい引用、注の付け、資料の利用、図表リスト、文献リスト
の作りを行っている。また、①公的機関の統計調査、②報告書、③批准した女性権利保障
に関する国際連合条約、法令、裁判例、④雇用上の男女別取扱いをめぐる新聞記事にきち
んと分類され、論文の理解にとって極めて充分なものである。本論文は、資料の要点を詳
しく明示することにより、実証性を高めた。
(9)社会科学研究科の独自性から要請される学際性、実践性
社会学と法学的な議論を接合しようとする本研究は、社会科学研究科の独自性から要請
される学際性、実践性を有し、優れたものと評価することができる。特に、雇用上の女性
差別をめぐって、その類型化について明らかにしており、学術資料としての価値が高いと
いえよう。さらに、問題の提出にとどまらず、それを解決しようとする対策論が展開され
た点も的確であり、本論文の意義を見出すことができる。以上のことから、申請者の研究
能力と研究に対する真摯な姿勢が高く評価される。
13
(10)論文全体としての卓越性
以上述べてきたように、本論文は経済体制改革という視点から、中国の女性労働という
重要な問題提起を行った。申請者は語学力を活用して日本語、中国語、英語の文献を幅広
く利用し、比較の視点から検討を加えることにより、論文の実証性、多角性、卓越性を高
めている。本論文は中国の女性労働に関する実証的研究として、たいへん有意義な研究と
なっている。特に、本論文の中核となる第三章「雇用上の女性差別の類型化」と第四章「雇
用上の女性差別の形成要因」は優れた内容のものとして、高く評価することができよう。
他方で、本論文にも残された課題がないわけではない。以下では、主に三つの問題点が
指摘されている。第一に、法律上、憲法上の平等原則、人権に関する規定、定年制に関す
る規定などについては、日中それぞれで一定の差異が存在している。本論文の第五章では、
日本の雇用平等法制が参照されるが、比較法的な研究という側面から言えば、日中両国の
法制度の差異性と共通性についての考察が十分に深まっているとはいえない。今後、労働
権が人権の一つとして、その構造についての論証および法学的な分析については、より精
緻な比較研究が求められる。第二に、本論文で述べた中国の雇用差別禁止法の提案は、ま
だ理念的な改革方向の提示にとどまっていると言わざるを得ないであろう。具体的な制定
案の提示を行うために、さらに深い議論を進めることが不可欠であると考えられる。具体
的には、日本の法令にとどまらず、欧米の法令も検討することが期待される。そのほうが、
学界への貢献度が更に大きくなるだろう。第三に、本研究は都市部と農村部、都市戸籍と
農村戸籍との差異を考えた上で、都市出身の女性労働者に焦点を当て、総合的・包括的な
研究である。その反面、個別的な事例について、より詳細な現地調査があれば望ましいと
いう点がある。中国社会における多様性により、地域による労働市場の状況、労働者の意
識の違いなどが著しい。より具体的な現地調査を展開することにより、分析が進展すれば、
研究の内容が一層深まるであろうという感想を持つ。このように、今後の研究内容の充実
が期待されるところは残るものの、本論文の瑕瑾というべきものではない。
以上述べたことを踏まえ、本論文は完成度の高い博士論文として、新しい知見を切り開
いた実証的研究であると全体的に評価することができる。審査員は全員一致で、本論文が
課程による博士（社会科学）の学位を受けるに値するものと認める。
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